
 

１．実施報告書【九州産業大学】 

 

① 当初段階の計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

② 事業実施内容について 

 

  ・令和５年 ８月  観光庁「ポストコロナ時代を支える観光人材育成事業」のモデル事業採択 

  ・令和５年１０月  パソナＪＯＢ  ＨＵＢとの１０月の打合せ 

  ・令和５年１１月   「観光地経営人材育成プログラム」事業実施協議会委員就任依頼 

・令和５年１１月  パソナＪＯＢ  ＨＵＢとの１１月の打合せ 

・令和５年１２月  パソナＪＯＢ  ＨＵＢとの１２月の打合せ 

・令和５年１２月  「観光地経営人材育成プログラム」の試行的実施に向けて、実施日時の検討及

び講義概要等の作成 

・令和５年１２月  「観光地経営人材育成プログラム」の試行的実施に向けて、募集に係るチラシ

等作成 

・令和５年１２月  第１回有識者検討会 

・令和６年 １月  パソナＪＯＢ  ＨＵＢとの１月の打合せ 

・令和６年 １月  「観光地経営人材育成プログラム」の試行的実施に向けて、募集に係るリーフ

レット（募集要項）作成 

・令和６年 １月  「観光地経営人材育成プログラム」の試行的実施に向けて、募集活動開始 

          （1/9～2/9） 

・令和６年 ２月  観光庁との打合せ 

・令和６年 ２月  第２回有識者検討会 

・令和６年 ２月  パソナＪＯＢ  ＨＵＢとの２月の打合せ 

・令和６年 ２月  「第１回観光地経営人材育成プログラム事業実施協議会」開催（2/22） 

           出席者：九州観光機構、福岡県商工部観光局、福岡市経済観光文化局、 

筑邦銀行等 

           議 案：①「観光地経営人材育成プログラム」について 

               ②「観光地経営人材育成プログラム」の試行的実施について 

           内容等： 

            ①観光庁「ポストコロナ時代を支える観光人材育成事業」等について説明

を行った。また、令和６年度、本格的に実施する「観光地経営人材育成

プログラム」のカリキュラム等についての意見交換、及び実施科目の選

定等に関する意見交換を行った。 

            ②2月23日（金）～3月17日（日）までの間、試行的に実施する「観光地

経営人材育成プログラム」に関する意見交換、及び受講者等に関する報

告を行った。 

・令和６年 ２月  「観光地経営人材育成プログラム事業実施協議会」委員と観光庁との意見交換 

 

・令和６年 ２月  「観光地経営人材育成プログラム」試行的実施 ： 受講者数：20人 

実施日 科目名 コマ数 担当者 場所 

２月２３日（金） 
ファシリテーション 

＆ネゴシエーション 
２ 

田坂 逸朗 

（地域価値共創センター） 
九州産業大学 

２月２４日（土） 
ソーシャルビジネス起業

プロジェクト 
２ 

北島  力 

（NPOまちづくりネット八女） 
ＪＲ博多シティ 

２月２５日（日） 
企画提案書のプレゼンテ

ーション 
２ 

山辺眞一・原啓介 

（株式会社よかネット） 
九州産業大学 

３月 １日（金） 地域が稼ぐ観光戦略 １ 
原  忠之 

（ｾﾝﾄﾗﾙﾌﾛﾘﾀﾞ大学） 
ＪＲ博多シティ 



３月 ２日（土） 
ディスティネーション 

マネジメント 
１ 

原  忠之 

（ｾﾝﾄﾗﾙﾌﾛﾘﾀﾞ大学） 
九州産業大学 

３月 ２日（土） 
ホスピタリティ産業のグ

ローバル戦略 
１ 

原  忠之 

（ｾﾝﾄﾗﾙﾌﾛﾘﾀﾞ大学） 
九州産業大学 

３月 ３日（日） 
世界の持続可能な観光の

取り組み 
２ 

原  忠之 

（ｾﾝﾄﾗﾙﾌﾛﾘﾀﾞ大学） 
九州産業大学 

３月１６日（土） 

～１７日（日） 

現地学習 

（福岡県八女市） 
４ 

千  相哲 

（九州産業大学） 

田坂 逸朗 

（地域価値共創センター） 

九州産業大学 

 

・令和６年 ３月  第３回有識者検討会 

・令和６年 ３月  成果報告会 

 

③ 事業のまとめ 

 

本事業は、令和５年７月に観光庁「ポストコロナ時代を支える観光人材育成事業」へ公募し、令和

５年８月２９日付で「ポストコロ時代を支える観光人材育成事業」のモデル事業として採択された。 

本学のプログラム名は「観光地経営人材育成プログラム」である。 

 

    「プログラムの概要」、「カリキュラム（シラバス含む）」、「修得できる知識・技能」、「受講対象者」、

「プログラムの提供によって輩出する人物像」等について、本プログラムに設置した「事業実施協議

会」（委員長：九州産業大学副学長・委員：一般社団法人九州観光機構、九州商工会議所連合会、公益

財団法人九州経済調査協会、一般社団法人日本旅行業協会九州事務局、福岡県商工部観光局、福岡市

経済観光文化局、株式会社筑邦銀行、※一般社団法人日本旅館協会九州支部追加予定。）等、関係機関等との

緊密な連携を取りながら、地域の実情等を踏まえたプログラムの開発等を行ってきた。 

 

事業採択後、観光庁と有識者検討会からのアドバイス、九州内の観光団体との意見交換等を踏まえ、

観光地経営人材育成という一貫した目的やゴールのあるプログラムの改善・設計に取り組んだ。当初

のプログラムに対し、合意形成とアントレプレナーシップに関する講座を補充し、内容においては課

題解決や現場体験など、より実践重視、 観光地経営に対応できる即戦力の育成、受講後の活躍の支援

とフォローアップを強化した。 「事業実施協議会」においては構成メンバーに宿泊業界の関係団体を加

え、より多様な連携協働体制を構築した。 

 

   なお、本学では観光庁への公募段階において、今回開発したプログラムの一部を試行的に実施する

こととしており、２月２３日（金）～３月１７日（日）までの間、上記の科目（全15コマ）を実施し、

20人の受講生が参加した。 

   受講生は、地域のＤＭＯ、観光協会、旅行業、行政、高校教員等の方々で、年齢層も 20 代から 60

代までの幅広い方々が受講されている。 

   なお、プログラム終了後、受講生からの受講後の感想、意見等も次年度実施のプログラムに生かし

ていきたいと考えている。 

  



 

④ 次年度以降の計画・展望について 

 

〔2024年度の計画と展望〕 

 

１．観光地経営人材育成プログラムの実施 

 

① 対象：DMO／観光協会、宿泊業界（組織の中核を担うメンバー）を中心に、観光地経営に関心のあ

る方。 

② 実施時期は6月又は9月から開始。 

③ 募集人員は、20名～30名。 

④ 受講料を設定する場合、最大10万円＊とする。（＊アンケート結果で最も多かった回答） 

 

２．プログラムの内容 

 

① 全体の 86 コマの中から、現場のニーズの高い科目及び実践力重視の現地学習や事例学習を多く

選別し、22コマ～42コマに集約したプログラムを展開する。 

  ② 科目の選定については、「事業実施協議会」での意見を参考に行う。 

 

【別紙「教育課程表（令和６年度実施分）」参照】 

 

３．受講者募集 

 

① 「事業実施協議会」構成団体のホームページで九州全域に周知。 

② 福岡県（「事業実施協議会」の構成メンバー）が県内の宿泊事業者へ働き掛ける。 

③ 全旅連、九州ホテル協会、日本ホテル協会、日本ホテルバーメンズ協会などとの関係性構築と協

力依頼。 

  ④ Zoom参加を可能とし、九州全域からの受講参加を促す。  

 ＊プログラムの開講科目数、開始時期及び遠隔授業の有無は、4月以降に確定する。 

 

４．展望 

 

・ 受講の熱意と意識向上に受講料の設定が有効であるか否かは明確ではないが、ある程度の有料化

は必要であると認識している。一方で派遣企業・団体の全面的な協力が得られない状況下で受講

希望者の負担軽減を図ることも重要である。（福岡県半額負担） 

・ 受講環境としてのプログラムの内容、実施時期、開講時間帯、受講方法などを十分考慮して実施

すれば、受講生の確保は可能である。 

・ 観光庁「観光地経営人材育成プログラム」の認知度と関心の向上。 

 

［2025年度］ 

 

① 2024年度プログラム実施結果を検証し、改善するとともに、プログラムへの理解・協力団体・企業

拡大に努め、九州の観光地経営人材育成プログラムとして発展させる。 

② 「観光地経営人材育成プログラム」を活用し、MBAプログラムへの転換を図る。2025年度に文科省

に申請。 

 

 



 

２．教育プログラム計画書【九州産業大学】 

 

 

① プログラム概要 

 

 ・プログラムの目的とポイント 

本プログラムは、観光地全体の経営、観光地域づくりを担う人材育成のための教育プログラムとして、受講

者の即戦力及び観光地経営を核とした能力の育成を目指す。 

観光地経営に取り組む地域のリーダーを育成するため、IT、マーケティング、会計、ファイナンス、マネジ

メントなどに関する基礎的・基本的な知識及び技術を習得し、現場での実践について理解を深め、学んだ知識・

スキルを活用する能力と態度を育てる科目を編成している。これに加え、地域の多様な関係者との調整・合意

を図り、地域全体の利益を実現するとともに、地域の資源を最大限に活用しながら、九州を基盤とする価値創

造と持続可能な観光地域づくりをけん引する人材の育成を念頭に、九州の観光関連団体（九州経済連合会、福

岡県、福岡市、九州観光機構、九州経済調査協会、商工会議所、日本旅行業協会九州支部、日本旅館協会九州

支部、筑邦銀行など）との緊密な連携を取りながら、より実践的な教育を行う。 

 

 ・プログラムの特徴等 

  ➀授業の形式では、「基本科目」、「応用科目」、「展開科目」に区分し、「基本科目」では主に講義（アクティ

ブラーニング）、「応用科目」、「展開科目」ではケースメソッドを中心に行う。科目によって、教育効果を

高めるため、グループワーク、現地学習、産学官連携による研修プログラム（高度専門型インターンシッ

プ）を設けている。 

②「現場」を知り、経験を積むことを重視し、事例研究、現地学習を多く取り入れ、幅広いものの見方や考

え方を身につけ、解決策の提示までの手法について段階的に学ぶ。 

③九州の観光関連団体（九州経済連合会、福岡県、福岡市、九州観光機構、九州経済調査協会、商工会議所、

日本旅行業協会九州支部、日本旅館協会九州支部、筑邦銀行など）が一体となって、観光地経営人材の育

成や、受講者間、受講者と観光関連企業・団体とのネットワークづくり、実践の場の提供などを支援し、

教育の質や効果を高める。 

④ルーブリックを導入し、到達目標を重視した学びを実践する。教員が想定している評価基準に加え、受講

者が講座を受講して期待している、身につけたい知識・スキルを記入することで、学習者のパフォーマン

スの現状とゴールを把握し、受講者の意識づけ及び受講後の受講者へのフォローを行う。 

⑤社会人が受講しやすいように、対面授業の他に遠隔授業を取り入れる。 

 

 ・対象と考える受講生のイメージ・想定する履修条件等 

  受講対象者は、 

・自治体、観光協会／ＤＭＯにおいて観光地域づくりにかかわっている人 

・観光系企業（宿泊業、旅行業、運輸業等）において高付加価値化、生産性向上に関心があり、今後中核を

担う人、 

・観光分野への事業多角化を図る企業の担当者であり、次のような学びを期待している人物を積極的に受け

入れる。 

①観光地経営に必要なデータを収集し分析する力を身につけ活用したい。 



②事業計画から資金繰りまで経営に関する知識を深めたい。 

③観光商品の高付加価値化に関する具体的な手法を身につけたい。 

④観光振興や観光客の利便性向上といったメリットを得るための具体的な取り組み方を学びたい。 

⑤データとデジタル技術を活用して既存の観光サービスの質を向上したり、課題を解決する力（観光DXの

取り組み方）を身につけたい。 

⑥インバウンド対策・ビジネスの取り組み方を深く学びたい。 

 

想定する受講要件は、本プログラムでは、地域に対する誇りと愛着を持って地域全体の利益を常に 意識し

観光地経営をけん引しようとする意識と意欲を持ち、次のようなことにチャレンジする人を受講要件とする。 

➀観光地経営に係る課題を発見し解決に取り組み、地域全体の利益に資する具体的な成果を上げたい。 

②ステークホルダーと信頼関係を構築しつつ、利害や意見を調整し、合意形成を行うなど、協働することに

強い関心と活動意欲がある。 

 

  ・受講後に想定する受講生の姿など 

地域観光に関連する業務において中核的役割を担い、地域全体の利益を意識して、➀観光地経営・企画、

②新規事業立案、③マーケティング、④地域観光の活性化・再生などに取り組む人物を輩出する。受講後の

姿は、次の通りである。 

ⅰ）観光地経営の視点に立った観光地域づくりを実現するための事業戦略の策定に必要な知識と技術を身

につけ、何事もチャンスと捉え挑戦する力が身についている。 

ⅱ）稼ぐ力を身につけ、観光産業の収益力向上、観光による地域の豊かさの実現にチャレンジする。 

ⅲ）巻き込む力を身に着け、地域の関係者と共に、持続可能な観光地域づくりをマネジメントできる。 

ⅳ）観光ニーズの多様化へ対応する変革（イノベーション）に継続的に取り組む。 

ⅴ）人々の観光行動や意識の変化をデータで捉え、その分析に基づいて誘客戦略を立案し実践する。 

 

② プログラム全体について 

 

プログラムでは、課題を解決するために工夫し創造できる能力と実践的な態度の育成を一層重視する観点で科

目の系統的・実践的な学びを促し、「基礎的な知識、重要な概念等を身につける」、「知識とスキルを活用した課題

解決に取り組む」、「観光地の経営と地域社会との関わりについて実践的に学ぶ」の３つのステップで学びを深め、

即戦力を育てる。 

ステップ１ 地域資源の活用と価値創造、持続可能な観光地域づくりに必要な知識・スキルの学び、 

ステップ２ 身に付けた能力・スキルを発揮することができる、実践からの学び 

ステップ３ 学んだことを業務で実践することを通して身に付けた能力・スキルの定着につなげる 

 

カリキュラムは、全体で６つの領域、86.5 コマの科目となっており、中でも「観光地経営組織マネジメント」

が22.5コマ（26.0％）と最も多く、次いで「観光地経営戦略」が17コマ（19.7％）、「観光地経営のアントレプ

レナーシップと事業開発」が16コマ（18.5％）、「観光地マーケティング」が14コマ（16.2％）、「地域観光のイ

ノベーションと観光ＤＸ」が10コマ（11.6％）、「現代の観光地経営の動向」が7コマ（8.1％）と編成されてい

る（図表１）。（＊1コマは100分授業） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、それぞれの領域では基本科目、応用科目、展開科目が設けられ、展開科目は、難度の高い観光地経営の

課題に対して、基本及び応用科目で修得した学びを活用して取り組む科目となっている。それぞれのコマ数は、

基本科目が25.5コマ（うち23.5コマが必修）、応用科目が29.5コマ、展開科目が31.5コマで、必修科目以外は

全てが選択科目である。 

 

 領域ごとの設置科目は図表２の通りである。 

 

図表２ 領域別設置科目 

領  域 区分 
基本科目 応用科目 展開科目 

科目名 コマ 科目名 コマ 科目名 コマ 

観光地 
経営戦略 

 

必修 
（7.0） 

経営戦略基礎 1.0     

アカウンティン
グの基礎 

1.5     

ファイナンスの
基礎 

1.5     

アカウンティン
グⅠ（財務会計） 

1.5     

ファイナンスⅠ
（事業戦略と企
業財務） 

1.5     

選択 
（10.0） 

  ブランディング 1.0   

  
アカウンティン
グⅡ（管理会計） 

1.5   

  
ファイナンスⅡ
（財務戦略） 

1.5   

  
ファイナンスⅢ
（企業の合併と
買収） 

1.5   

    
ディスティネー
ションマネジメ
ント 

1.5 

    地域が稼ぐ観光 1.5 



戦略 

    
ホスピタリティ
産業のグローバ
ル戦略 

1.5 

現代の観光地経
営の動向 
 

必修 
（2.0） 

観光×地域創生 1.0     

インバウンド観
光の基礎 

1.0     

選択 
（5.0） 

現代の観光を読
む 

1.0   
世界の持続可能
な観光の取り組
み（１） 

1.0 

地域資源の活用 1.0   
世界の持続可能
な観光の取り組
み（２） 

1.0 

    
世界の持続可能
な観光の取り組
み（３） 

1.0 

観光地経営組織 
マネジメント 
 

必修
（5.5） 

クリティカル・シ
ンキング（１） 

1.0     

クリティカル・シ
ンキング（２） 

1.0     

コーチィングス
キル（１） 

1.0     

コーチィングス
キル（２） 

1.0     

ステークホルダ
ーマネジメント 

1.5     

選択 
（17.0） 

  
ファシリテーシ
ョン＆ネゴシエ
ーション（１） 

1.0 
ソーシャルビジ
ネス起業プロジ
ェクト（１） 

1.0 

  
ファシリテーシ
ョン＆ネゴシエ
ーション（２） 

1.0 
ソーシャルビジ
ネス起業プロジ
ェクト（２） 

1.0 

  
人材マネジメン
ト 

1.5 
ソーシャルビジ
ネス起業プロジ
ェクト（３） 

1.0 

  
組織行動とリー
ダーシップ 

1.5 
ソーシャルビジ
ネス起業プロジ
ェクト（４） 

1.0 

  
リスクマネジメ
ント 

1.0 
ソーシャルビジ
ネス起業プロジ
ェクト（５） 

1.0 

    
企画提案書のプ
レゼンテーショ
ン（１） 

1.0 

    
企画提案書のプ
レゼンテーショ
ン（２） 

1.0 

    現地学習 4.0 

観光地マーケテ
ィング 
 

必修 
（3.5） 

マーケティング
の基礎 

1.5     

観光データ分析
（１） 

1.0     

観光データ分析 1.0     



（２） 

 
 
 
 
選択 

（10.5） 

  
観光マーケティ
ング 

1.5 
京都市観光協会
のデジタルマー
ケティング（１） 

1.0 

  
着地型観光コン
テンツ開発 

1.5 
京都市観光協会
のデジタルマー
ケティング（２） 

1.0 

  
デジタル観光プ
ロモーション 

1.5 
イノベーション
と事業構造改革
（１） 

1.0 

    
イノベーション
と事業構造改革
（２） 

1.0 

    
イノベーション
マネジメント
（１） 

1.0 

    
イノベーション
マネジメント
（２） 

1.0 

地域観光のイノ
ベーションと観
光ＤＸ 
 

必修 
（1.5） 

観光×デザイン
（地域ブランデ
ィング） 

1.5     

選択 
（8.5） 

  
高付加価値型体
験コンテンツ開
発 

1.5 

新規マーケット
開拓のインバウ
ンドビジネス
（１） 

1.0 

  
観光ＤＸとイン
バウンド 

1.5 

新規マーケット
開拓のインバウ
ンドビジネス
（２） 

1.0 

  ＤＸ経営戦略 1.5 

イノベーション
による高付加価
値化＆生産性向
上（１） 

1.0 

    

イノベーション
による高付加価
値化＆生産性向
上（２） 

1.0 

観光地経営のア
ントレプレナー
シップと事業開
発 
 

必修 
（4.0） 

アントレプレナ
ーシップ論（１） 

1.0     

アントレプレナ
ーシップ論（２） 

1.0     

テクノベート・シ
ンキング（１） 

1.0     

テクノベート・シ
ンキング（２） 

1.0     

選択 
（12.0） 

  
デザイン思考と
体験価値（１） 

1.0 
デザイン経営
（１） 

1.0 

  
デザイン思考と
体験価値（２） 

1.0 
デザイン経営
（２） 

1.0 

  
ビジネス・データ
サイエンス（１） 

1.0 
アントレプレナ
ーシップ先進事
例 

1.0 

  
ビジネス・データ
サイエンス（２） 

1.0   



  
高度専門型イン
ターンシップ
（１） 

1.0   

  
高度専門型イン
ターンシップ
（２） 

1.0   

  
高度専門型イン
ターンシップ
（３） 

1.0   

  
高度専門型イン
ターンシップ
（４） 

1.0   

  
高度専門型イン
ターンシップ
（５） 

1.0   

 

 

 

 

 


